





































































































































































































































































































































































































































































































る X 1（Yの姉の夫）と X 2（X 1と Yの姉との間の子）が，Yに対して，Xらの
持分割合に相当する部分の不当利得返還請求をした事案である。第一審におい
ては，X 1らの請求を全部棄却していたが，原審は，前述の不当利得返還請求
を一部認容し，かつ口頭弁論終結の日の翌日以降に生ずべき不当利得返還請求
をも認容した。しかし，最高裁平成24年判決は，前述の最高裁昭和63年判決を
そのまま踏襲した（30）。このことは，将来給付の訴えの請求適格に関する昭和
56年大法廷判決の基準が維持されることを意味する。そして，他方でそれは議
論の継続をも意味してくると言えよう。
（ 3）　本件判決の検討と将来給付の訴え
1）　このような議論状況の中で，昭和56年大法廷判決及び最高裁平成19年判
決とほぼ同様の事件についての最新判決として登場したのが本件判決（31）であ
る。本件判決も昭和56年大法廷判決に依拠し，「飛行場等において離着陸する
航空機の発する騒音等により周辺住民が精神的又は身体的被害等を被っている
ことを理由とする損害賠償請求権のうち事実審の口頭弁論終結の日の翌日以降
の分については，将来それが具体的に成立したとされる時点の事実関係に基づ
きその成立の有無及び内容を判断すべきであり，かつ，その成立要件の具備に
ついては請求者においてその立証の責任を負うべき性質のものであって，この
ような請求権が将来の給付の訴えを提起することができる請求権としての適格
を有しない」とした。さらに，小西裁判官の補足意見では，原審が米海軍によ
って航空機の配備状況の変動が見込まれることを考慮し，その変動見込みより
前の時期に限り認めた点への判断を含めて，「防衛施設である厚木海軍飛行場
の騒音の状況はその時々の予測し難い内外の情勢あるいは航空機の配備態勢等
（30）　千葉裁判官の補足意見では，昭和63年判決の射程は，〔 1〕持分割合を超
える賃料部分の不当利得返還を求める将来請求の場合を述べたものとする理
解と，〔 2〕〔 1〕の場合に加え，当該賃料が駐車場の賃料であるという賃料
の内容・性質をも含んだ事例についての判断であるとする理解とがあり得，
〔 2〕が妥当するとして，将来給付にかかる請求権の発生基礎となる事実・
法律関係の継続性が重要であるとする。
（31）　本件評釈として，佐古田真紀子・新判例解説Watch Vol. 21（LEX／
DB25448307）151頁，名津井吉裕・私法判例リマークス56号110頁，川嶋四
郎・法セミ757号122頁，今津綾子・法教439号127頁，春日川路子・民商153
巻 5号764頁などがある。なお，校正段階で安西明子・ジュリ1518号126頁に
接した。
民事手続法最高裁判例研究　　315
に応じて常に変動する可能性を有するものであり，過去の事情によって，将来
にわたって一定の航空交通量があることを確定できるものではないことを否定
できず，施設使用の目的や態様が公共的な要請に対応して変化する可能性を内
包するものというべきである。そのため，たとえ一定の期間を区切ったとして
も過去の事情に基づき前述の航空機の騒音等に係る損害賠償請求権の将来分の
成否及びその額をあらかじめ一義的に明確に認定することは困難であるといわ
ざるを得ず」とされた。
　このことは，本件判決により，最高裁平成19年判決の法廷意見・補足意見で
明確に示された「継続的不法行為の場合には，『債権の性質上』（つまり，定型
的に），そもそも将来給付の訴えは認められない」という点が再度確認され，
判例の立場は確定的になったと評することができよう。その意味では，前述の
学説の議論はほとんど採用されなかった。それゆえ，すでに批判的評釈（32）も
出ている。
2 ）　本件判決は，継続的不法行為に基づく将来の損害賠償請求の適格性を否
定する従来の判例理論（昭和56年大法廷判決）に沿ったもので適用事例の一つ
との位置づけとなろう。それゆえ，最高裁判決の将来給付の訴えの利益をめぐ
る判断基準の評価は昭和56年大法廷判決の評価にほかならない。これまでの学
説の多数からは本件判決が依った昭和56年大法廷判決は前述のように批判が大
きい。しかし，学説の多数が主張する，将来給付の訴えの利益の判断は起訴責
任分担の公平性，当事者間の公平を考慮した比較考量による理論づけ自体も妥
当であろうか。将来給付の訴えの制度趣旨が沿革上債務名義取得に主眼があっ
たこと（33）を考慮したときには，従来とは異なる評価・分析視点が考案できそ
うに思われる。
　では，将来給付の訴えの目的は何か。将来給付の訴えは，将来の給付請求権
を主張する者にあらかじめ訴えを提起する可能性を拓くものとの理解があ
る（34）。しかし，将来給付の訴えは，大正民訴法改正により新たに創設させた
ものであるが，その生成期においても，わが国の立法当時の制度理解も債務名
義取得に主眼が置かれていたと言えそうである（35）。それゆえ，条文がいう
（32）　川嶋・前掲解説122頁など。
（33）　角森正雄「将来の給付判決と事情変更（ 1）」富山大経済論集34巻 3号
〔1989〕45頁以下，同・前掲論文74頁以下，内山・前掲論文117頁など参照。
（34）　高橋・前掲書354頁，今津綾子「将来の給付の訴えにおける判決の効力
（ 1）」民商148巻 5号10頁など参照。
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「あらかじめその請求をする必要がある場合」とは，一般には，「あらかじめ給
付判決を得ておく必要」とされるが（36），それは，明確に「あらかじめ債務名
義を取得しておく必要」と解するのが本来の制度趣旨に沿うものと思われる。
今日，ほとんどの学説が将来給付の訴えの利益につき，必要性要件を掲げ，こ
の必要性には，義務者が義務の存在又は態様を争っている場合，履行が遅れる
と債務の本旨に沿った給付にならない場合，及び履行遅滞による損害が甚大と
なる場合を掲げており（37），将来の履行確保が困難な場合，つまりは，強制執
行が困難な場合を想定しているのである。このように必要性要件は債務名義取
得の必要性ほかならないことからも，将来給付の訴えの目的は，債務名義所得
を第一義的として考えるべきであろう。換言すれば，将来給付の訴えは，例え
ば，履行期到来または条件成就のときに債務者が履行しないことが明らかに予
想される場合に，履行期の到来や条件成就をまって現在の給付の訴えを起こさ
せるとしたのでは，債権者の保護に欠けるので，あらかじめ債務名義を取得さ
せておき，履行期の到来または条件成就後ただちに強制執行ができるようにす
る点，つまり，事前の債務名義の取得にその趣旨があると言える。
3 ）　この制度趣旨を前提とするならば，将来給付の訴えの利益は，執行法的
局面における事前の債務名義取得との関連性の中で考える必要があると言えよ
う。その結果，従前の学説が訴えの利益の有無を判断する必要性は，事前の債
（35）　中村宗雄『改正民事訴訟法評釈』（巌正堂・1930）133頁注 1は，将来の給
付の訴えの実益は，債権者をして履行期の到来に先立ち債務名義を取得する
ことにあるとする。また，大正民訴改正の立法担当者の一人であった松岡義
正『新民事訴訟法注釋第六巻』（清水書店・1939）1429頁は「将来ノ給付ヲ
求ムル訴ハ……権利者ヲシテ前行的給付判決ヲ受ケ履行期到来ノ際直ニ強制
執行ヲ為スコトヲ得セシムルガ為ニ之ヲ提起スルコトヲ許スモノナレバ，将
来ノ給付ヲ求ムル訴ハ起訴ノ当時未ダ履行期ノ到来セザル給付ニ付キ給付判
決ヲ求ムル訴ナリ……」とし，債務名義取得を念頭に置いた訴えであるとす
る。その他，長島毅＝森田豊次郎『改正民事訴訟法解釈（清水書店・1930）』
263頁は，給付について争いがある場合，債務者の逃亡や財産隠匿のおそれ
がある場合などを「予め請求をなす必要」がある場合の例として揚げ，あら
かじめ請求しておかないと強制執行ができない場合を想定して創設された規
定である旨を指摘する。山内確三郎『民事訴訟法の改正（大正15年）第二
巻』（法律新報社・1931）10頁以下も同様の例を揚げる。
（36）　兼子・前掲書154頁，中野ほか・前掲書（福永）161頁など参照。
（37）　中野ほか・前掲書（福永）161頁，高橋・前掲書355頁，伊藤・前掲書178
頁など参照。
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務名義の取得の必要性とみなすことができそうである（なお，必要性を論じるこ
とは本案の問題と絡んでくる）。しかし，必要性要件のみで将来給付の訴えの利
益を判断すべきであろうか。事前の債務名義取得の必要性を判断するために
は，論理的に，将来の給付請求権が債務名義性を有していることが前提とな
る。将来の給付請求権が強制執行をなしうるに値し，かつその必要性がある場
合に初めて将来給付の訴えの利益が認められることになろう。この点に将来給
付の訴えが限定的に認められてきた意味があると言えるのではなかろうか。
　では，債務名義とはいかなるものか。債務名義とは，一般に，強制執行によ
って実現されるべき請求権の存在と範囲，その当事者並びに責任財産（執行対
象財産）の範囲を表示した，公の格式文書とされる。そして，債務名義は，こ
れに基づく国家機関による強制執行の実体的基礎を確保する。したがって，債
務名義は，①国家権力を発動して債務者の生活圏に強制的に介入することが一
般に是認される程度に高度な蓋然性をもって執行債権の存在と内容を確証する
文書であって，かつ②債務者がその成立過程に主体的に関与する機会を保障さ
れた文書であることが要請されてくる（38）。ここでいう②の観点は，債務名義
取得を目的とする将来給付の訴えの場合は問題にならない。問題は，①の観点
である。将来の給付請求権の場合には，口頭弁論終結時に国家権力を発動して
債務者の生活圏に強制的に介入することが一般に是認される程度に高度な蓋然
性をもって確証される請求権と言えるかという点が問題となるのである。将来
の給付請求権が強制執行をなしうるに値するものであることが前提となる（そ
の点で，判例理論における請求適格と必要性の 2段階的な将来給付の訴えの利益の考
え方は妥当性を有してこよう）。前述した請求適格が一般に承認されている（イ）
期限未到来の請求権，（ロ）停止条件付請求権，（ハ）将来の請求権（保証人の
求償権），（ニ）不法占拠者に対する明渡請求における明渡しまでの損害金請求
の場合には，口頭弁論終結時段階では将来の不確定要素がほとんどなく（つま
り，将来発生する事情変更要因は明確であり），口頭弁論終結時に高度の蓋然性を
もって請求権の基礎関係は確証されていると言えよう（39）。したがって，これ
（38）　竹下守夫『民事執行における実体法と手続法』（有斐閣・1990）54頁，175
頁など参照。
（39）　なお，（ニ）の場合には，今日不動産の明渡し執行には間接強制が認めら
れている関係で将来給付の訴えを認めるにつき再考の余地はある。また，高
田裕成「将来の法律関係の確定を求める訴えとその判決の既断力」青山古稀
（有斐閣・2009）192頁以下は，将来給付判決における既判力について論じる
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らの将来の給付請求権の場合には，その債務名義性付与の問題はクリアできそ
うである。しかし，継続的不法行為に基づく損害賠償請求権の場合はどうであ
ろうか。口頭弁論終結時段階では不確定要素が多く，高度な蓋然性をもって確
証される請求権という点で疑問が生じてくる。昭和56年大法廷判決が，前述の
❶～❹の要件を立て，請求の適格性を問題としたのがこの意味であれば，とく
に❸の要件が意味を有してくるのは理解できるのであり，妥当と言えよう。
　もっとも，❹を挙げ，当事者間の公平性を考慮要因とした点については疑問
である。訴えの利益は，本来的には原告の問題と考えられよう（40）。将来の給
付請求権が債務名義性の点でも強制執行をなしうるに値し，事前の債務名義取
得の必要性があり，債務名義を付与した以上は，それに異議のある債務者が執
行力を排除するために請求異議の訴えを提起するのは過度な負担ではなく，当
然の仕組みである。起訴責任の分担があたかも訴えの利益を肯定する要因とし
て位置づけた理論構成が議論の混乱をまねいたと思われる。
4 ）　なお，このように高度な蓋然性をもって確証される請求権という点を問
題とすれば，蓋然性の問題として，一定の期間を区切ることによってかかる高
度の蓋然性を認めることができるとの主張も考えられる（団藤意見に親和的な
学説の方向性と重なってくる）。しかし，この区切りに客観的な設定基準がある
中で，伝統的見解において将来給付の利益を認めていた上記請求権の場合に
は，「現在の法律関係を確定することによって給付義務を確定できる場合を
想定していたと言え，将来給付の訴えの適法性を基礎づけていたとすること
ができ，確定された法律関係の基準時と既判力の訴訟上の拘束力の基準時の
間のズレの問題は顕在化しない」とする。この指摘は，執行を実体的に正当
化する債務名義性の付与を認めることと連関してこよう。つまり，この指摘
のような場合にのみ，将来給付の訴えの利益が認められてきたのである。こ
のことは，ドイツ法における将来給付の訴えが限定的であることと重なりあ
う。この点につき，佐古田真紀子「ドイツにおける将来給付の訴えの適法性
について（ 1），（ 2）」旭川大学経済学部紀要第69巻（2010）27頁以下，同
第72号（2013）33頁以下が詳細かつ有益である。
（40）　高橋・前掲書344頁以下を参照。原告の利益，国家的利益，被告利益など
どれが主たるものとなるか，議論のあるとこではある。佐古田・前掲論文第
72号58頁以下は，ドイツ法では債務名義取得の関係で被告保護の視点が重視
され，実体法上の権利毎にきめ細かく，請求権の存在の確実性のための基準
が設けられている点を指摘する。なお，将来の不法行為に基づく損害賠償請
求の場合，高田・前掲論文198頁以下が「不法行為の成否，損害の有無，態
様に影響を与える事実として権利成立阻却事由を仮に觀念することができる
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とは言えず，市民の生活圏に国家による介入を認める（実体的正当性を有する）
証書となる債務名義はそのような不安定性に基づくことは難しいように思わ
る。
5 ）　このような観点から本件判決についてみると，小西補足意見で「防衛施
設である厚木海軍飛行場の騒音の状況はその時々の予測し難い内外の情勢ある
いは航空機の配備態勢等に応じて常に変動する可能性を有するものであり，過
去の事情によって，将来にわたって一定の航空交通量があることを確定できる
ものではないことを否定できず，施設使用の目的や態様が公共的な要請に対応
して変化する可能性を内包するものというべきである。そのため，たとえ一定
の期間を区切ったとしても過去の事情に基づき前述の航空機の騒音等に係る損
害賠償請求権の将来分の成否及びその額をあらかじめ一義的に明確に認定する
ことは困難であるといわざるを得ず」とする点は，本稿で展開した執行上の観
点からは，かかる継続的不法行為に基づく将来の損害賠償請求権の場合には，
口頭弁論終結時に国家権力を発動して債務者の生活圏に強制的に介入すること
が一般に是認される程度に高度な蓋然性をもって確証される請求権と言えない
との結論に至る理由づけとして評価できる。それゆえ，基本的な点では，本稿
の立場からは，将来の不法行為に基づく損害賠償請求に関する一連の最高裁判
決は，適正な判断と評価しうるものと考えられる（41）。
　なお，債務名義所得の必要性の判断において，口頭弁論終結時に争っている
ことをもって必要性があると言えるかは検討を要するが，紙幅の関係で，ここ
では取り上げない。
ならば，これらは予想に基づく前訴判断の内容を見直す事情として位置づけ
られる」とし，「不確実な将来の事態の展開をあらかじめ取り込んでする判
決は，その予想と異なる展開があった場合には改めて争う機会を留保する暫
定的な判決を認める」ことができるとして，将来給付の訴えの場合の既判力
の役割の減退を指摘する。そして，そうした暫定的決定を司法制度として受
け入れる枠組みが訴えの利益の判断とする。しかし，将来給付の訴えの場合
の問題は，「不確実な将来の事態の展開をあらかじめ取り込んでする判決」
が債務名義性を有するか否かであり，それが訴えの利益の判断の前提とな
る。
（41）　佐古田・前掲本件評釈154頁は比較法的考察から本件判決を積極的に評価
する。
